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１．概要 

2021年６月に原子力規制庁（以下「規制庁」という。）へ報告した「実用発電用原子炉

に係る特定重大事故等対処施設に関する審査ガイドにおける航空機等の特性等」（以下

「特重非公開ガイド」という。）の誤廃棄事案への対応において，事案判明時に本社組織

が規制庁へ速やかに報告する必要はないと判断し報告が遅れたことは，原子力安全文化に

おける課題・劣化兆候であると認識している。 

これを踏まえて，特重非公開ガイド誤廃棄事案の報告が遅れたことおよび原子力安全文

化における課題・劣化兆候が検出できなかったことについて原因分析を行い，その対策と

して，次の４項目を実施する。 

対策１：本社組織の文書管理プロセスの見直し 

対策２：本社組織における状態報告（以下「ＣＲ」という。）登録に関する教育の実施 

対策３：本社組織に対する原子力安全文化の育成および維持活動の充実 

対策４：本社組織・発電所組織等における原子力安全文化の監視・評価活動の実施 

このうち，対策３および対策４については，その効果を持続的なものとするため，次の

対策を実施し必要な保安規定の見直しを行う。 

対策５：原子力安全文化の育成および維持活動体制の見直し 

対策６：監視・評価活動体制の保安規定への反映等 

また，このたびの報告遅れの原因を含む過去の不適切事案からの原子力安全文化に係

る教訓を踏まえ，同様な事案を再び起こさないようにするため，当社の原子力事業者と

しての責務を保安規定の基本方針に記載する。 

対策７：不適切事案からの原子力安全文化に係る教訓の継承 

２．特重非公開ガイド誤廃棄事案の報告遅れ 

（１）経緯

当社は，規制庁から受領した特重非公開ガイド６部のうち，発電所で保管していた１

部について2015年４月23日に誤ってシュレッダー廃棄していたことを，規制庁と締結し

た「特定重大事故等対処施設に関する秘密保持契約書（以下「秘密保持契約」とい

う。）」に基づき，2021年６月21日に規制庁に報告した。 

特重非公開ガイド誤廃棄事案判明について発電所から報告を受けた2015年４月当時の

本社組織の部長および特定重大事故等対処施設情報管理責任者（以下「管理責任者」と

いう。）は，その時点において直ちに規制庁への報告は必要ないと判断した。また，20

20年10月19日頃，秘密保持契約の見直しに係る規制庁との面談を前に特重非公開ガイド

誤廃棄事案を認識した本社組織の部長および管理責任者(いずれも後任者)も，規制庁へ

の報告は必要ないと判断した。 
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その後2021年３月23日に，秘密保持契約の変更契約書を締結し，変更契約書に基づく

「情報管理計画書」の提出に合わせて履行状況として特重非公開ガイド誤廃棄事案につ

いて報告すべきと判断し，同年６月21日に規制庁へ報告することとなった。結果として，

特重非公開ガイド誤廃棄事案判明から約６年２カ月後に規制庁へ，その事実を報告する

こととなった。 

なお，特重非公開ガイド誤廃棄事案の直接的な要因とその対策については，別紙１に

示す。 

（２）原因分析

特重非公開ガイド誤廃棄事案について，規制庁へ報告するタイミングがあったにもか

かわらず，報告の必要はないとした本社組織の判断は，原子力安全文化の観点からも適

切ではなかった。当時の本社組織が適切な判断に至らなかった原因について，「本部不

適合等管理手順書」に基づき，原子力安全文化の面で人的過誤分析を実施した。原因分

析図を第１図に示す。 
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a
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組

織
は
，
発
電
所
か
ら
特

重
非

公
開
ガ
イ
ド
誤
廃
棄
事
案

判
明

の
報
告
を
受
け
た
際
，

「
秘

密
保
持
契
約
で
報
告
が
求

め
ら
れ
る
盗

難
・
紛
失
に
該
当
し

な
い
事

案
（
廃
棄
）
で
あ
り
，
規

制
庁

に
直
ち
に
報
告
す
る
必
要

は
な
い
」
と
判
断
し
た
。

（
2
0
1
5
年

4
月

2
8
日
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本
社
組
織
は
，
当
該

事
案
へ
の
対
応
に
つ
い

て
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一
部
の
関
係
者
の

み
で
検
討
し
た
。

特
重
非
公
開
ガ
イ
ド
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「
非

Ｑ
Ｍ
Ｓ
文

書
」
で
あ

り
不

適
合

管
理
の
適

用
外

だ
っ
た
。

【
原

因
１
】
特
重
非
公
開
ガ
イ
ド
は
「
非

Ｑ
Ｍ
Ｓ
文

書
」
の
扱
い
で
あ
っ
た
た
め
，

不
適

合
管
理
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
適
用
さ
れ

な
か
っ
た
。

【
対

策
１
】
本
社
組
織
の
文
書
管
理
プ
ロ
セ
ス
見
直

し
特
重
非
公
開
ガ
イ
ド
の
扱
い
の
Ｑ
Ｍ
Ｓ
に
よ
る

明
確
化
を
行
う
。

本
社
組
織
で
は
，
幅

広
に
報
告
す
る
と
い
う

意
識
・
習
慣
が
十
分
で

は
な
か
っ
た
。

本
社
組
織
で
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，
「
報

告
す
る
文
化
」
が
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に
育
成
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れ
て
い
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か
っ

た
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組
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告
す
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す
る
施

策
が
十
分

で
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た
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本
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組
織
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子

力
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文
化
を
育
成
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で
は
な
か
っ
た
。

【
対

策
３
】
本
社
組
織
に
対
す
る
原
子
力
安
全
文

化
の
育

成
お
よ
び
維
持
活
動
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充
実

本
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」
を
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す
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た
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す
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。

本
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織
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密
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契
約
書
で
規
定

さ
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て
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。

b
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庁

と
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面
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に
，
本
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組

織
は
，
特

重
非
公
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ガ
イ
ド
誤

廃
棄

事
案
の
存
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認
識
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た

が
，
「
規

制
庁
に
直
ち
に
報
告
す

る
必

要
は
な
い
」
と
し
た
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0
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5
年

4
月

2
8
日
）
の
判
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踏
襲

し
，
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し
た
。

（
2
0
2
0
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0
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1
9
日
頃
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本
社
組
織
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去
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0
1
5
年

4
月

2
8
日
）
の

判
断
に
疑
問
を
持
た
な

か
っ
た
。

本
社
組
織
は
，
過
去

の
判
断
（
解
釈
）
に
つ
い

て
，
再
検
討
す
る
必
要

は
な
い
と
考
え
た
。

本
社
組
織
で
は
，
「
常

に
問
い
か
け
る
姿
勢
」

が
十
分
に
育
成
さ
れ
て

い
な
か
っ
た
。

本
社
組
織
は
，
当
該

事
案
へ
の
対
応
に
つ
い

て
，
一
部
の
関
係
者
の

み
で
検
討
し
た
。

本
社
組
織
は
，
特
重

非
公
開
ガ
イ
ド
誤
廃
棄

事
案
の
情
報
を
Ｃ
Ｒ
登

録
し
な
か
っ
た
。

特
重
非
公
開
ガ
イ
ド
は
，

「
非

Ｑ
Ｍ
Ｓ
文

書
」
で
あ

り
不

適
合

管
理
の
適

用
外

だ
っ
た
。

【
原

因
１
】
と
同
じ
。

【
対

策
１
】
と
同
じ
。

本
社
組
織
は
，
Ｑ
Ｍ
Ｓ

文
書
で
規
定
し
て
い
る

プ
ロ
セ
ス
以
外
は
，
不

適
合
管
理
（
Ｃ
Ｒ
登

録
）
不
要
と
考
え
た
。

本
社
組
織
は
，
積

極
的

に
Ｃ
Ｒ
登

録
す
る
と
い
う

認
識

が
不
足
し
て
い
た
。

【
原

因
２
】
本
社
組
織
の
Ｃ
Ｒ
登
録
に
対

す
る
意

識
が
浸
透
し
て
い
な
か
っ
た
た

め
，
問

題
が
組
織
内
で
共
有
さ
れ
な

か
っ
た
。

【
対

策
２
】
本
社
組
織
に
お
け
る
Ｃ
Ｒ
登
録
に
関
す

る
教

育
の
実
施

Ｃ
Ｒ
登
録
に
関
す
る
教
育
を

Q
M

S
の
教
育
項

目
と
し
て
設
定
し
、
定
期
的
に
実
施
す
る
。

c
本

社
組

織
の
原
子
力
安
全
文

化
の
課

題
を
十
分
に
検
出
で
き

な
か
っ
た
。

原
子
力
安
全
文
化
の

状
態
を
分
析
・
評
価
す

る
た
め
の
デ
ー
タ
が
十

分
で
な
か
っ
た
。

原
子
力
安
全
文
化
の

状
態
を
分
析
・
評
価
す

る
た
め
の
，
客
観
的
な

デ
ー
タ
を
収
集
し
て
い
な

か
っ
た
。

本
社

組
織
・
発
電
所

組
織
に
お
け
る
「
ふ
る
ま

い
」
や
「
判
断
」
等
を
客

観
的

デ
ー
タ
と
し
て
収

集
し
，
分

析
・
評
価
す

る
体

制
お
よ
び
プ
ロ
セ
ス

が
な
か
っ
た
。

【
原

因
４
】
本
社
組
織
・
発
電
所
組
織

に
お
け
る
原

子
力
安
全
文
化
の
状
態

を
，
客

観
的

に
分
析
・
評
価
す
る
体

制
お
よ
び
プ
ロ
セ
ス
が
な
か
っ
た
。

【
対

策
４
】
本
社
組
織
・
発
電
所
組
織
等
に
お
け
る

原
子

力
安
全
文
化
の
監
視
・
評
価
活
動
の
実

施
本
社
組
織
・
発
電
所
組
織
（
協
力
会
社
含
む

)
を
対
象
と
す
る
監
視
・
評
価
活
動
に
よ
り
，
「
ふ
る

ま
い
」
や
「
判
断
」
等
を
客
観
的
に
観
察
し
て
収

集
し
た
デ
ー
タ
を
分
析
・
評
価
し
，
原
子
力
安

全
文
化
の
課
題
お
よ
び
劣
化
兆
候
を
早
期
に

把
握
す
る
た
め
の
体
制
整
備
お
よ
び
プ
ロ
セ
ス

構
築
を
行
う
。

「
本
部
不
適
合
等
管
理
手
順
書
」
人
的
過
誤
分
析
実
施
手
順
に
従
い
分
析
を
実
施

【件
名
：
「特
重
非
公
開
ガ
イ
ド
「実
用
発
電
用
原
子
炉
に
係
る
特
定
重
大
事
故
等
対
処
施
設
に
関
す
る
審
査
ガ
イ
ド
に
お
け
る
航
空
機
等
の
特
性
等
の
制
定
に
つ
い
て
」の
誤
廃
棄
に
つ
い
て
」】

分
析
対
象
事
象
：
特
重
非
公
開
ガ
イ
ド
誤
廃
棄
事
案
判
明
時
に
直
ち
に
規
制
庁
へ
報
告
す
べ
き
で
あ
った
が
，
当
該
事
案
判
明
か
ら
約

6年
2カ
月
後
に
規
制
庁
へ
報
告
した
。(
報
告
遅
れ
）
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（３）対策の具体的な実施内容

それぞれの原因に対して，これまでの対応状況を踏まえ，対策を策定した。各対策項

目の効果および効果が期待できる理由も含めて，対策の具体的な実施内容を第１表に示

す。 

また，第１表で示した４項目の対策についての特重非公開ガイド誤廃棄事案の報告遅

れに対する有効性評価ケーススタディを第２図に示す。 

第１表 対策の具体的な実施内容（１/４）《対策１》 

原因 原因１：特重非公開ガイドは「非ＱＭＳ文書」の扱いであったため，不適合管理プログ

ラム（以下「ＣＡＰ」という。）が適用されなかった。

これまでの 

対応状況 

本社組織 発電所組織 

・官庁等から業務に対する要求事項に関す

る外部文書を入手した場合は，ＱＭＳ文

書として扱うことをＱＭＳ文書管理手順

に規定していたが，特重秘密情報の様な

機微な情報の扱いには明確にされておら

ず，特重非公開ガイドは「非ＱＭＳ文

書」の扱いであった。

・本社組織内においても，ＱＭＳに沿った

文書管理は適切に実施されている。

― 

対策 対策１：本社組織の文書管理プロセスの見直し 

・特重非公開ガイドの扱いをＱＭＳにより明確化する。

具体的な 

実施内容 

実施内容 担当箇所 備考 

１．特重非公開ガイドを，「外部文書」（ＱＭＳ文書）と

して管理するとともに，特重非公開ガイドの管理方法

を定めているマニュアルを本社ＱＭＳ文書に位置付け

る。 

電源事業本部 

（原子力品質保証） 

（原子力機械設計） 

実施済み 

期待する 

効果 

・ＱＭＳ文書と位置付けることで，その廃棄や紛失等の事象が生じた際にＣＡＰによ

り，幅広く情報共有・検討される。

効果が期待 

できる理由 

・ＱＭＳに沿った対応を行うことは，本社組織にも浸透しており，発生した事象の幅広

い情報共有に効果がある。
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第１表 対策の具体的な実施内容（２/４）《対策２》 

原因 原因２：本社組織のＣＲ登録に対する意識が浸透していなかったため，問題が組織内

で共有されなかった。 

これまでの 

対応状況 

本社組織 発電所組織 

・本社組織には，発電所のように幅広に積

極的にＣＲ登録する意識が浸透していな

かった。 

 

・発電所のＣＲは，所員・協力会社社員か

ら幅広に積極的に登録されている。 

 

対策 対策２：本社組織におけるＣＲ登録に関する教育の実施 

・ＣＲ登録に関する教育をＱＭＳの教育項目として設定し，定期的に実施する。 

具体的な 

実施内容 

実施内容 担当箇所 備考 

１．本社組織に対するＣＲ登録に関する教育をＱＭＳ

の教育項目として設定し，定期的に実施する。 

（１回／年） 

電源事業本部 

（原子力品質保証） 

 

期待する 

効果 

・ＣＲ登録の必要性認識が深まり，些細な気づきでもＣＲに登録され，問題が組織内

で広く共有されるようになる。 

効果が期待 

できる理由 

・ＱＭＳの教育項目に設定し，対象者・頻度を定めて実施するとともに，その実効性

を確認することにより，ＣＲ登録の必要性認識の浸透が見込まれる。 
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第１表 対策の具体的な実施内容（３/４）《対策３》 

原因 原因３：本社組織に対する原子力安全文化を育成する施策が十分ではなかった。 

これまでの 

対応状況 

本社組織 発電所組織 

・本社組織に対する原子力安全文化の育成

および維持活動に関する具体的な施策指

示は，発電所に比べて少ない状況にあ

り，ほとんどの活動が，活動方針に沿っ

て自箇所（自グループ）で策定したもの

となっていた。 

・これにより，原子力安全文化の育成およ

び維持活動が，各所任せとなってしま

い，発電所と比較して十分ではないまま

となっていた。 

・発電所組織等に対しては，原子力強化プ

ロジェクトから，「原子力安全文化の日」

の行事や原子力安全文化講演会に加え，

職場研修や行動基準の設定・実践等の具

体的施策の指示を受けて活動してきてお

り，これらの活動は，効果を上げてきた

と評価している。 

・過去の不適切事案における原子力安全文

化の課題に対する施策の実施内容と有効

性評価を第２表に示す。 

対策 対策３：本社組織に対する原子力安全文化の育成および維持活動の充実 

・本社組織の「常に問いかける姿勢」「報告する文化」を確かなものとするための

施策を実施する。 

具体的な 

実施内容 

実施内容 担当箇所 備考 

１．職場話し合い研修 電源事業本部 

（原子力品質保証） 

新規実施 

２．過去の不適切事案に関する事例研修 電源事業本部 

（原子力品質保証） 

新規実施 

３．グループ行動基準の策定・実践 電源事業本部 

（原子力品質保証） 

新規実施 

４．業務点検活動 電源事業本部 

（原子力品質保証） 

新規実施 

５．役員と本社社員との意見交換 電源事業本部 

（原子力品質保証） 

継続実施 

６．原子力安全文化講演会 電源事業本部 

（原子力品質保証） 

継続実施 

７．「原子力安全文化の日」行事の参加 電源事業本部 

（原子力品質保証） 

継続実施 

期待する 

効果 

・本社組織の原子力安全文化「常に問いかける姿勢」「報告する文化」の向上を図り，

確かなものにする。 

効果が期待 

できる理由 

・発電所組織のみで実施し，既に効果を上げてきた施策を，本社組織の新規施策として

実施することで，同様の改善効果が見込まれる。 
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第１表 対策の具体的な実施内容（４/４）《対策４》 

原因 原因４：本社組織・発電所組織における原子力安全文化の状態を客観的に分析・評価す

る体制およびプロセスがなかった。 

これまでの 

対応状況 

・各部所の個別活動の実施状況および評価結果をとりまとめ，原子力安全文化に関する

意識調査（アンケート）結果および補助指標との照合に基づき，自己評価を行ってい

るが，意識調査（アンケート）は対象組織・対象者の主観に依っており，その「ふる

まい」や「判断」などを客観的な視点で評価できていない。 

・また，補助指標については顕在化した状態の傾向を確認することに止まっており，潜

在的な原子力安全文化の課題および劣化兆候を検出できるものとなっていなかった。 

対策 対策４：本社組織・発電所組織等における原子力安全文化の監視・評価活動の実施 

・本社組織・発電所組織（協力会社含む)を対象とする監視・評価活動により，「ふ

るまい」や「判断」等を客観的に観察して収集したデータを分析・評価し，原子

力安全文化の課題および劣化兆候を早期に把握するための体制整備およびプロセ

ス構築を行う。 

具体的な 

実施内容 

実施内容 担当箇所 備考 

１．原子力安全文化の監視・評価活動を

実施する体制の構築 

電源事業本部 

（原子力品質保証） 

・原子力安全文化の監視・評

価機能の体制整備およびプ

ロセス構築の概要を第３表

に，原子力安全文化の監

視・評価活動手順（試行）※

を別紙２に示す。 

２．原子力安全文化の監視・評価活動プ

ロセスの構築 

電源事業本部 

（原子力品質保証） 

期待する 

効果 

・客観的な観察に基づくデータにより，組織の潜在的な原子力安全文化の課題・劣化兆

候を早期に把握し，改善に寄与する。監視・評価活動が原子力安全文化の改善に寄与

する仕組みを第３図に示す。 

効果が期待 

できる理由 

・各組織の個別業務に関与しない客観的な立場の監視評価グループが監視・評価活動を

実施することによって，客観的データの収集・分析・評価ができる。 

 

※ 現在，手順（試行）により活動しており，今後試行結果を反映し保安規定施行にあわせて 

 ＱＭＳ文書（三次文書）として制定する予定。 
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第
２
図
 
対
策
の
特
重
非
公
開
ガ
イ
ド
誤
廃
棄
事
案
の
報
告
遅
れ
に
対
す
る
有

効
性
評
価
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
 

 


対
策
の
有
効
性
評
価
ケ
ー
ス
ス
タデ
ィを
行
い
、対

策
が
有
効
に
機
能
す
る
こと
を
確
認
した
。

対
策
に
期
待
す
る
効
果

対
策
１
：
本
社
組
織
の
文
書
管
理
プ
ロセ
ス
の
見
直
しに
よ
り、
該
当
文
書
の
誤
廃
棄
等
が
不
適
合
管
理
され
る
。

対
策
２
：
本
社
組
織
に
お
け
る
Ｃ
Ｒ
登
録
に
関
す
る
教
育
の
実
施
に
よ
り、
問
題
が
幅
広
く情
報
共
有
・検
討
され
る
。

対
策
３
：
本
社
組
織
に
対
す
る
原
子
力
安
全
文
化
の
育
成
お
よ
び
維
持
活
動
の
充
実
に
よ
り、
「常
に
問
い
か
け
る
姿
勢
」「
報
告
す
る
文
化
」が
向
上
す
る
。

対
策
４
：
客
観
的
な
観
察
に
基
づ
くデ
ー
タに
よ
り、
組
織
の
潜
在
的
な
原
子
力
安
全
文
化
の
課
題
・劣
化
兆
候
を
早
期
に
把
握
し、
改
善
に
寄
与
す
る
。

適
切
な
プ
ロ
セ
ス

（
あ
る
べ
き
姿
）

本
社
の
対
応
①

（
20

15
年

4月
）

本
社
の
対
応
②

（
20

20
年

10
月
）

対
策
１
、２
、３
の
有
効
性

（
改
善
さ
れ
た
プ
ロ
セ
ス
）

対
策
４
の
有
効
性

（
監
視
・評
価
活
動
）

1.
気
づ
い
た
問
題
は
、

組
織
で
共
有
され
る
。
特
重
非
公
開
ガ
イド
を
誤

廃
棄
した
とい
う情

報
を
、

本
社
組
織
の
一
部
の
関

係
者
の
み
で
共
有
し
た
。

特
重
非
公
開
ガ
イド
誤

廃
棄
事
案
の
存
在
とそ

れ
を
規
制
庁
に
報
告
して

い
な
い
とい
う情

報
を
、

本
社
組
織
の
一
部
の
関

係
者
の
み
で
共
有
し
た
。

Ｑ
Ｍ
Ｓ
適
用
文
書
で
あ
る
特
重
非

公
開
ガ
イド
の
誤
廃
棄
が
発
生
した

とい
う情

報
は
、本
社
に
て
Ｃ
Ｒ
登

録
さ
れ
、組
織
内
に
共
有
され
る
。

《対
策

1、
対
策
２
、対
策

3》

文
書
レ
ビュ
ー
に
よ
り、
特
重
非
公
開
ガ
イド

の
誤
廃
棄
事
案
が
Ｃ
Ｒ
登
録
さ
れ
た
こと
を

確
認
し、
対
応
プ
ロ
セ
ス
を
監
視
す
る
。

《対
策

4》

2.
問
題
は
、組
織
で

対
応
が
検
討
され
、

適
切
な
判
断
が
行

わ
れ
る
。

本
社
組
織
の
一
部
の
関

係
者
の
み
で
秘
密
保
持

契
約
の
解
釈
と事

案
へ
の

対
応
を
検
討
し
、規

制
庁

へ
の
報
告
は
不
要
と判

断
し
た
。

本
社
組
織
の
一
部
の
関

係
者
の
み
で
過
去
の
解

釈
の
とお
り対

応
す
る
こ

とと
し、
規
制
庁
へ
の
報

告
は
不
要
と判

断
し
た
。

特
重
非
公
開
ガ
イド
誤
廃
棄
事
案

の
対
応
は
「不
適
合
等
管
理
委
員

会
」で
審
議
され
、『
秘
密
保
持
契

約
を
幅
広
に
捉
え
て
、速
や
か
な
報

告
が
必
要
』と
判
断
され
る
。

《対
策
３
》

「不
適
合
等
管
理
委
員
会
」を
観
察
し、
適

切
な
判
断
が
行
わ
れ
る
こと
を
監
視
す
る
。

判
断
が
適
切
で
な
い
場
合
は
、そ
の
是
正
を

求
め
る
。《
対
策

4》

3.
問
題
を
解
消
す
る
た

め
、適
切
な
処
置

が
実
施
され
る
。

本
社
組
織
は
、特
重
非

公
開
ガ
イ
ド
誤
廃
棄
事
案

の
発
生
を
規
制
庁
に
報

告
し
な
か
った
。

本
社
組
織
は
、特
重
非

公
開
ガ
イ
ド
誤
廃
棄
事

案
の
発
生
を
規
制
庁
に

報
告
し
な
か
った
。

本
社
組
織
は
、特

重
非
公
開
ガ
イド

誤
廃
棄
事
案
の
発
生
を
、速
や
か
に

規
制
庁
へ
報
告
す
る
。

《対
策
３
》

Ｃ
Ａ
Ｐ
デ
ー
タ
を
レ
ビ
ュー
し、
特
重
非
公

開
ガ
イド
誤
廃
棄
事
案
の
発
生
を
決
定
通
り

に
規
制
庁
へ
報
告
さ
れ
て
い
る
か
どう
か
を
監

視
す
る
。規
制
庁
へ
報
告
さ
れ
て
い
な
い
場

合
は
、速
や
か
に
実
施
す
る
こと
を
求
め
る
。

ま
た
、会

議
観
察
や
Ｃ
Ｒ
デ
ー
タ
レ
ビ
ュー
結

果
を
原
子
力
安
全
文
化
の
視
点
で
分
析
し
、

原
子
力
安
全
文
化
の
課
題
・劣
化
兆
候
を

検
出
す
る
。《
対
策

4》

凡
例

赤
字
：
あ
る
べ
き
姿
との
ギ
ャッ
プ

青
字
：
対
策
の
効
果

《
》：
効
果
を
期
待
す
る
対
策

監
視

監
視

監
視
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第
３
図
 
監
視
・
評
価
活
動
が
原
子
力
安
全
文
化
の
改
善
に
寄
与

す
る
仕
組
み
 

原
子
力
安
全
文
化
の
育
成
お
よ
び
維
持
活
動
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ａ
電
源
事
業
本
部

マ
ネ
ジ
メン
ト

レ
ビュ
ー

原
子
力
安
全
文
化
の
自
己
評
価
：
電
源
事
業
本
部

「意
識
調
査
」、
「原
子
力
安
全
文
化
醸
成
の
個
別
活
動
評
価
」お
よ
び
「監
視
・

評
価
結
果
」か
ら、
本
社
組
織
・発
電
所
組
織
（
協
力
会
社
を
含
む
）
の
「原
子

力
安
全
文
化
醸
成
方
針
」や
「行
動
基
準
」と
の
ギ
ャッ
プ
を
検
出
して
総
合
的
に

自
己
評
価
を
行
い
、原

子
力
安
全
文
化
の
状
態
を
把
握
す
る
。ま
た
、自

己
評
価

結
果
お
よ
び
活
動
方
針
の
改
善
案
、監

視
・評
価
結
果
、有

識
者
会
議
の
意
見
・

提
言
を
マ
ネ
ジ
メン
トレ
ビュ
ー
へ
の
イン
プ
ット
とす
る
。

①
意
識
調
査
分
析
・評
価
：

本
社
組
織
・発
電
所
組
織
（
協
力
会
社
を
含
む
）
社
員
を
対
象
とし
て
「安

全
文
化
の
行
動
基
準
」に
対
す
る
意
識
調
査
を
実
施
し、
組
織
別
、年

代
別

等
の
原
子
力
安
全
文
化
意
識
の
状
態
を
把
握
す
る
。

②
原
子
力
安
全
文
化
醸
成
の
個
別
活
動
評
価
：

本
社
組
織
・発
電
所
組
織
（
協
力
会
社
を
含
む
）
：
各
組
織
は
、個

別
に

実
施
す
る
原
子
力
安
全
文
化
醸
成
活
動
の
実
効
性
を
評
価
す
る
。

③
監
視
・評
価
結
果
：

監
視
評
価
グ
ル
ー
プ
が
実
施
す
る
本
社
組
織
・発
電
所
組
織
（
協
力
会
社
を

含
む
）
の
監
視
・評
価
の
結
果

内
部
監
査
部
門

規
制
要
求
に
基
づ
き
、保

安
活
動
の
た
め
の

品
質
保
証
活
動
の
各
業
務
（
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
）

の
適
合
性
と実

効
性
を
確
認

監
査

監
視

デ
ー
タ収

集

•行
動
観
察
（
作
業
観
察
、会

議
観
察
）

•文
書
・デ
ー
タレ
ビュ
ー
（
Ｃ
Ｒ
デ
ー
タ等

）
•イ
ン
タビ
ュー

分
析
・評
価

•原
子
力
安
全
文
化
１
０
特
性
コー
ドの
付
与

•原
子
力
安
全
文
化
の
課
題
お
よ
び
劣
化
兆
候
の
リス
クレ
ベ

ル
の
分
析
・評
価

フィ
ー
ドバ
ック

•監
視
・評
価
対
象
組
織
の
長
へ
の
分
析
・評
価
結
果
の
定

期
的
な
報
告
と改

善
案
へ
の
反
映
・実
施
の
要
求

•改
善
案
へ
の
反
映
・実
施
状
況
の
フォ
ロー
ア
ップ

•マ
ネ
ジ
メン
トレ
ビュ
ー
へ
の
イン
プ
ット

監
視
・評
価
：
監
視
評
価
グ
ル
ー
プ

本
社
組
織
お
よ
び
発
電
所
組
織
（
協
力
会
社
含
む
）
の
社
員
・協
力

会
社
社
員
の
ふ
る
ま
い
を
観
察
し、
そ
の
結
果
を
原
子
力
安
全
文
化
の

視
点
で
分
析
・評
価
す
る
こと
に
よ
り、
原
子
力
安
全
文
化
の
課
題
お
よ

び
劣
化
兆
候
を
早
期
に
把
握
す
る
とと
も
に
、そ
の
傾
向
を
継
続
的
に
監

視
して
改
善
を
促
す
。

監
視
・評
価
結
果

凡
例

赤
字
：
変
更
箇
所

監 査
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３．更なる対策 

（１）対策効果の持続性評価を踏まえた更なる対策 

対策１から対策４の対策効果の持続性評価および更なる対策の策定について第４表に

示す。 

対策１「本社組織の文書管理プロセス見直し」および対策２「本社組織におけるＣＲ

登録に関する教育の実施」については，その対策がＱＭＳに組み込まれるため，更なる

対策は不要であることを確認した。 

対策３「本社組織に対する原子力安全文化の育成および維持活動の充実」および対策

４「本社組織・発電所組織等における原子力安全文化の監視・評価活動の実施」につい

ては，その実施に伴い，一層本社組織および発電所組織（協力会社を含む）の原子力安

全文化を向上させることができるよう，活動体制について比較検討した。原子力安全文

化の育成および維持活動体制の比較検討を第５表に示す。 

比較検討の結果，以下の「原子力安全文化の育成および維持活動体制の見直し」と

「監視・評価活動体制の保安規定への反映等」を更なる対策として実施し必要な保安規

定の見直しを行う。 

 a ．原子力安全文化の育成および維持活動体制の見直し《対策５》 

今後の原子力安全文化の育成および維持活動を効果的に実施するため，以下のとお

り体制を見直す。 

・原子力強化プロジェクトは廃止し，原子力安全文化の育成および維持活動を電源

事業本部に集約する体制に見直す。《対策５（１）》 

・引き続き外部の意見を取り入れるため，「原子力安全文化有識者会議」（以下，

「有識者会議」という。）を継続設置することを保安規定に明確にする。  

《対策５（２）》 

・電源事業本部部長（原子力品質保証）を電源事業本部部長（原子力安全監理）に

改称し，その責任と役割を保安規定に明確にする。《対策５（３）》 

・今回の体制見直しの企図するところが風化しないよう，その企図をＱＭＳ文書に

記載する。《対策５（４）》 

原子力安全文化の育成および維持活動体制見直し前後の仕組みの比較を第４図に，

また，原子力安全文化の育成および維持活動体制の見直し前後比較を第６表に示す。 

 b ．監視・評価活動体制の保安規定への反映等《対策６》 

原子力安全文化の課題および劣化兆候を早期に把握するための本社組織・発電所組

織（協力会社含む）を対象とする監視・評価活動について，継続的に維持し向上させ

るため，以下のとおり保安規定への反映等を行う。 

・監視評価グループを保安の組織として，その職務とともに保安規定に定める。 

《対策６（１）》 

・監視・評価活動の手順をＱＭＳ文書として制定する。《対策６（２）》 
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第
４
表
 
対
策
効
果
の
持
続
性
評
価
と
更
な
る
対
策
 

対
策
 

対
策
効
果
の
持
続
性
評
価
 

更
な
る
対
策
 

対
策
１
 

本
社

組
織

の
文

書
管

理

プ
ロ
セ
ス
の
見
直
し
 

• 
官
庁
等
か
ら
業
務
に
対
す
る
要
求
事
項
に
関
す
る
文
書
を
入
手
し
た
場
合
は
，
そ
の
文

書
を
外
部
文
書
（
Ｑ
Ｍ
Ｓ
文
書
）
と
し
て
扱
う
こ
と
を
Ｑ
Ｍ
Ｓ
に
規
定
し
て
お
り
，
適

切
な
文
書
管
理
が
持
続
的
に
実
施
さ
れ
る
。
 

―
 

対
策
２
 

本
社
組
織
に
お
け
る
 

Ｃ
Ｒ
登
録
に
関
す
る
 

教
育
の
実
施
 

• 
Ｑ
Ｍ
Ｓ
の
教
育
項
目
に
Ｃ
Ｒ
登
録
に
関
す
る
定
期
的
な
教
育
の
実
施
を
規
定
す
る
こ
と

で
，
持
続
的
に
実
施
さ
れ
る
。
 

―
 

対
策
３
 

本
社

組
織

に
対

す
る

原

子
力

安
全

文
化

の
育

成

お
よ

び
維

持
活

動
の

充

実
 

• 
本
社
組
織
に
対
す
る
原
子
力
安
全
文
化
の
育
成
お
よ
び
維
持
活
動
の
充
実
（
対
策
３
）

な
ら
び
に
本
社
組
織
・
発
電
所
組
織
に
お
け
る
原
子
力
安
全
文
化
の
監
視
・
評
価
活
動

の
実
施
（
対
策
４
）
に
伴
い
，
一
層
本
社
組
織
お
よ
び
発
電
所
組
織
（
協
力
会
社
を
含

む
）
に
原
子
力
安
全
文
化
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
，
活
動
体
制
に
つ
い
て

比
較
検
討
し
た
。
 

• 
そ
の
結
果
，
電
源
事
業
本
部
に
集
約
す
る
体
制
が
，
一
貫
性
の
あ
る
活
動
や
今
後
の
原

子
力
安
全
文
化
の
向
上
の
た
め
に
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
こ
と
か
ら
，
原
子
力
安
全
文
化
の

育
成
お
よ
び
維
持
活
動
体
制
を
見
直
す
こ
と
と
す
る
。
 

 

対
策
５
 

原
子
力
安
全
文
化
の
育
成
お
よ
び
維
持
活
動
体
制
の
見
直
し
 

（
１
）
原
子
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
廃
止
し
，
原
子
力
安
全
文
化
の
育

成
お

よ
び

維
持

活
動

を
電

源
事

業
本

部
に

集
約

す
る

体
制

に
見

直

す
。
 

（
２
）
引
き
続
き
外
部
の
意
見
を
取
り
入
れ
る
た
め
，「

原
子
力
安
全
文
化

有
識

者
会

議
」

を
継

続
設

置
す

る
こ

と
を

保
安

規
定

に
明

確
に

す

る
。
 

（
３
）
電
源
事
業
本
部
部
長
（
原
子
力
品
質
保
証
）
を
電
源
事
業
本
部
部

長
（
原
子
力
安
全
監
理
）
に
名
称
変
更
し
，
そ
の
責
任
と
役
割
を
保

安
規
定
に
明
確
に
す
る
。
 

（
４
）
今
回
の
体
制
見
直
し
の
企
図
す
る
と
こ
ろ
が
風
化
し
な
い
よ
う
，

そ
の
企
図
を
Ｑ
Ｍ
Ｓ
文
書
に
記
載
す
る
。
 

対
策
４
 

本
社

組
織

・
発

電
所

組

織
等

に
お

け
る

原
子

力

安
全

文
化

の
監

視
・

評

価
活
動
の
実
施
 

• 
当
社
が
原
子
力
安
全
文
化
の
改
善
に
継
続
的
に
取
り
組
む
た
め
に
，
原
子
力
安
全
文
化

の
育
成
お
よ
び
維
持
活
動
と
監
視
・
評
価
活
動
は
，
ど
ち
ら
も
欠
か
す
こ
と
が
で
き
な

い
。
 

• 
監
視
・
評
価
活
動
に
つ
い
て
も
保
安
規
定
に
定
め
，
当
社
の
原
子
力
事
業
者
の
責
務
と

し
て
明
確
に
す
る
こ
と
に
よ
り
，
常
に
自
己
評
価
と
改
善
に
取
り
組
む
こ
と
を
約
束
す

る
。
 

 

対
策
６
 

監
視
・
評
価
活
動
体
制
の
保
安
規
定
へ
の
反
映
等
 

（
１
）
監
視
評
価
グ
ル
ー
プ
を
保
安
の
組
織
と
し
て
，
そ
の
職
務
と
と
も

に
保
安
規
定
に
定
め
る
。
 

（
２
）
監
視
・
評
価
活
動
の
手
順
を
Ｑ
Ｍ
Ｓ
手
順
書
と
し
て
制
定
す
る
。
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第
５
表
 
原
子
力
安
全
文
化
の
育
成
お
よ
び
維
持
活
動
体
制
の
比
較
検
討
 

比
較
項
目
 

見
直
し
前
：
原
子
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
電
源
事
業
本
部
が
連
携
 

評
価
 

見
直
し
後
：
電
源
事
業
本
部
に
集
約
 

評
価
 

活
動
の
仕
組
み
 

• 
原
子
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
電
源
事
業
本
部
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
を
行
い
な
が
ら
，
ま
た
社
長
に
そ
れ
ぞ
れ
が
報
告
を
行
い
，
指
示
を

受
け
て
お
り
，
活
動
の
仕
組
み
が
複
雑
に
な
っ
て
い
る
。
 

• 
今
後
，
本
社
組
織
に
対
す
る
原
子
力
安
全
文
化
の
育
成
お
よ
び
維
持
活

動
の
充
実
（
対
策
３
）
な
ら
び
に
本
社
組
織
・
発
電
所
組
織
等
に
お
け

る
原
子
力
安
全
文
化
の
監
視
・
評
価
活
動
の
実
施
（
対
策
４
）
に
あ
た

り
，
２
つ
の
組
織
の
情
報
の
や
り
と
り
が
増
加
す
る
。
 

△
 

• 
電
源
事
業
本
部
（
原
子
力
安
全
監
理
）
部
長
が
，
原
子
力

安
全
文
化
の
育
成
お
よ
び
維
持
活
動
な
ら
び
に
監
視
・
評

価
活
動
を
統
括
し
，
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
レ
ビ
ュ
ー
で
社
長
に

イ
ン
プ
ッ
ト
す
る
こ
と
に
よ
り
，
一
貫
し
た
活
動
を
行
う

こ
と
が
で
き
る
。
 

○
 

今
後
の
原
子
力
 

安
全
文
化
の
向
上
 

• 
原
子
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
20

1
0年

に
発
覚
し
た
点
検
不
備
問
題
の

再
発

防
止

対
策

と
し

て
，
「

常
に

問
い

か
け

る
姿

勢
」
「

報
告

す
る

文

化
」
の
改
善
・
維
持
等
の
施
策
に
特
化
し
て
い
る
。
 

• 
原
子
力
の
専
門
知
識
と
経
験
を
持
た
な
い
原
子
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
要
員
で
は
，
今
後
，
不
適
切
事
案
の
未
然
防
止
を
含
む
原
子
力
安
全

文
化
全
般
に
わ
た
る
活
動
の
策
定
・
実
施
す
る
こ
と
が
困
難
。
 

×
 

• 
今
後
，
不
適
切
事
案
の
未
然
防
止
を
含
む
原
子
力
安
全
文

化
全
般
に
わ
た
る
活
動
の
策
定
・
実
施
す
る
た
め
に
は
，

過
去
の
再
発
防
止
対
策
の
継
続
だ
け
で
な
く
，
自
ら
の
組

織
の
状
況
や
実
態
を
詳
細
に
把
握
し
て
，
劣
化
兆
候
を
早

期
に
検
出
す
る
こ
と
が
重
要
と
な
る
た
め
，
原
子
力
の
専

門
知
識
と
経
験
を
有
す
る
電
源
事
業
本
部
が
行
う
。
 

○
 

独
立
性
 

• 
原
子
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
，
社
長
直
属
の
組
織
で
あ
り
，
電
源
事

業
本
部
か
ら
独
立
し
て
い
る
。
 

○
 

• 
部
長
（
原
子
力
安
全
監
理
）
は
，
電
源
事
業
本
部
長
直
属

で
，
本
社
（
他
部
門
）
，
発
電
所
の
業
務
か
ら
は
独
立
し

て
い
る
。
 

○
 

社
外
か
ら
の
 

意
見
収
集
 

• 
原
子
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
有
識
者
会
議
を
運
営
し
，
社
外
か
ら
の

意
見
を
収
集
す
る
。
 

○
 

• 
電
源
事
業
本
部
が
有
識
者
会
議
を
運
営
し
，
社
外
か
ら
の

意
見
を
収
集
す
る
。
 

○
 

総
合
評
価
 

×
 

○
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原子力安全文化の育成および維持活動の仕組み（体制見直し前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全文化の育成および維持活動の仕組み（体制見直し後） 

第４図 原子力安全文化の育成および維持活動体制見直し前後の仕組みの比較

Ｐ
•マネージメントレビューアウトプット、原子力強化プロ
ジェクトからの施策※2を踏まえた活動方針※3を基に、
原子力安全文化の育成および維持活動を計画する。

Ｄ
•原子力安全文化の育成および維持活動を実施する。

Ｃ
•自己評価結果と活動方針の改善案を作成し、原子
力強化プロジェクトに提出する。

Ａ
•原子力強化プロジェクトから共有された有識者会議の
意見・提言、社長指示・意見を活動方針の改善案に
反映する。

マネジメン
トレビュー

•自己評価結果および活動方針の改善案をマネジメン
トレビューにインプットし、アウトプット（社長指示）を
受ける。

電源事業本部

Ｃ
•電源事業本部の自己評価結果と活動方針
の改善案を取りまとめ、施策※2の実効性評
価を行い、有識者会議に報告する。

Ｃ
•有識者会議の意見・提言を社長に報告し、
社長からの指示・意見を受け、それらを電源
事業本部に共有する。

Ａ
•施策※2を策定し、電源事業本部へその実
施を指示する。

原子力強化プロジェクト※1

提出

共有

指示

現在の課題
• 原子力強化プロジェクトと電源事業本部とが組織を越えてコミュニケーションを行うなど、活動の仕組みが複雑になっており、今後、育成・維持
活動の充実および監視・評価活動の実施にあたり、２つの組織の情報のやりとりが増加する。

• 原子力強化プロジェクトは点検不備問題の再発防止対策としての施策※２に特化しており、また、原子力の専門知識と経験を持たない原子
力強化プロジェクトの要員では、今後、不適切事案の未然防止を含む原子力安全文化全般にわたる活動を策定・実施することが困難。

有識者会議

報告

意見・提言

原子力安全文化の育成および維持活動体制見直し前後の仕組み（ＰＤＣＡサイクル）の比較（見直し前）

※1：点検不備問題の根本原因のうち、「報告する文化」や「常に問いかける姿勢」を中心に、原子力安全文化に関する再発防止対策等を検討し、原子力安全文化
醸成活動を推進していくため、2010年6月29日に設置した組織

※2：点検不備問題等の原子力安全文化に関する再発防止対策
※3：本社組織・発電所組織が策定する具体的な活動計画の基となる方針

Ｐ
•マネージメントレビューアウトプット、活動方針※2（施策※１を含む）を基に、
原子力安全文化の育成および維持活動を計画する。

Ｄ
•原子力安全文化の育成および維持活動を実施する。

Ｃ
•監視・評価結果を踏まえた自己評価結果（施策※１の実効性評価含む）と
活動方針の改善案を作成をし、有識者会議に報告する。

有識者会
議

Ａ
•有識者会議の意見・提言を受け、活動方針の改善案に反映する。

マネジメン
トレビュー

•自己評価結果および活動方針の改善案、監視・評価結果、有識者会議の
意見・提言をマネジメントレビューにインプットし、アウトプット（社長指示）を
受ける。

電源事業本部

見直しのメリット
• 電源事業本部部長（原子力安全監理）が、原子力安全文化の育成および維持活動ならびに監視・評価活動を統括し、マネジメントレ
ビューで社長にインプットすることにより、一貫した活動を行うことができる。

• 原子力の専門知識と経験を有する電源事業本部の要員が、自らの組織の状況や実態を詳細に把握して、劣化兆候を早期に検出することで、
過去の再発防止対策の継続だけでなく、未然防止を含む原子力安全文化全般にわたる活動を策定・実施することができる。

有識者会議

報告

意見・提言

監視・評価結果
≪監視評価グループ≫

原子力安全文化の育成および維持活動体制見直し前後の仕組み（ＰＤＣＡサイクル）の比較（見直し後）

凡例
青字下線：原子力強化プ
ロジェクトから引き継ぐ業務

※1:点検不備問題等の原子力安全文化に関する再発防止対策
※2:本社組織・発電所組織が策定する具体的な活動計画の基となる方針
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（２）報告遅れを含む不適切事案からの教訓等を踏まえた更なる対策 

過去の不適切事案からの原子力安全文化に係る教訓や特重非公開ガイド誤廃棄事案の

報告遅れの教訓を踏まえ，以下の事項について，当社の原子力事業者としての責務とし

て継承していくことが必要であり，これを更なる対策として実施し保安規定の基本方針

に記載する。なお，当社における原子力安全文化に係る過去の不適切事案については，

別紙３に示す。 

 

 a ．過去の不適切事案からの原子力安全文化に係る教訓 

（ a ）過去の不適切事案からの原子力安全文化に係る教訓 

・①「常に問いかける姿勢」「報告する文化」が②発電所組織および保安業務に携

わる協力会社の一人ひとりに十分に浸透していなかった。 

（ b ）特重非公開ガイド誤廃棄事案の報告遅れの原因のうち継承すべき教訓 

・③本社組織に対する原子力安全文化を育成する施策が十分ではなかった。 

【原因３】 

・本社組織・発電所組織における④原子力安全文化の状態を，客観的に分析・評価

する体制およびプロセスがなかった。【原因４】 

 b ．不適切事案からの原子力安全文化に係る教訓の継承《対策７》 
前述ａ．の教訓について主な要素を以下のとおり集約し，これを当社の原子力事業

者としての責務として継承していくこととし，保安規定の基本方針に記載する。 

・特重非公開ガイド誤廃棄の報告遅れも含めた過去の不適切事案から得られた原子力

安全文化の教訓である①「常に問いかける姿勢」「報告する文化」を忘れないこと。 

・外部からの意見も取り入れながら，④安全文化の状態の自己評価と改善に取り組み，

②③保安活動に携わるすべての人の原子力安全文化を育成し，および維持すること。 

 

（注）丸囲み数字下線部は，上述a.に示す教訓と対策７として継承する事項との関係を示している。 

 

以上の（１）および（２）を踏まえた，原子力安全文化の育成および維持活動体制の見

直し等の全体像（概要）について，第５図に示す。 
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４．保安規定の変更内容 

前項３．の更なる対策（対策５～７）を踏まえた変更箇所を以下に示す。 

また，対策５～７の保安規定条文への反映について第７表に示す。 

（１）第２条の３（安全文化の育成および維持）

 a ．過去の不適切事案からの原子力安全文化に係る教訓および特重非公開ガイド誤廃棄

報告遅れを踏まえた事項を含めて構成し，当社の原子力事業者としての責務を改めて

基本方針に記載する。《対策７》

 b ．原子力安全文化の育成および維持活動を電源事業本部に集約する体制に見直すこと

に伴い，原子力強化プロジェクトの記載を削除する。《対策５（１）》 

（２）第４条（保安に関する組織）

 a ．原子力安全文化の育成および維持活動とその監督を主たる業務とする組織であるこ

とを明確にするため，「電源事業本部部長（原子力品質保証）」を「電源事業本部部

長（原子力安全監理）」に名称変更する。《対策５（３）》 

 b ．電源事業本部マネージャー（監視評価）を，保安に関する組織に追加する。《対策

６（１）》 

（３）第５条（保安に関する職務）

 a ．第２条の３にある有識者会議に係る記載を，第５条に転記する。《対策５（２）》

（ a ）社長は，第三者の視点から健全な安全文化の育成および維持活動に対する提言を

受けるため，社外有識者を中心とした有識者会議を設置することを，第５条第１項

（１）に規定する。

（ b ）電源事業本部長は，健全な安全文化を育成し，および維持を推進するための活動

（活動の実施状況および実効性ならびに次年度の活動計画を適宜有識者会議に報告

し，提言を受けることを含む）を統括することを，第５条第１項（２）に規定する。 

（安全文化の育成および維持）

第２条の３ 第２条（基本方針）に係る保安活動を実施するにあたり，原子力

安全を最優先に位置付けた保安活動とするために，健全な安全文化に関する原

子力事業者の責務として以下のとおり表明する。

（１）社長は，当社のトップとして，社外からの意見も取り入れながら，安全

文化の状態の自己評価と改善に取り組み，保安活動に携わるすべての人の

「常に問いかける姿勢」「報告する文化」をはじめとする原子力安全文化に

ついて，絶えず育成し，および維持する。
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 b ．電源事業本部部長（原子力安全監理）は，品質保証活動（独立監査業務を除く。）

の総括に関する業務を行うこと，また，健全な安全文化を育成し，および維持する活

動（内部監査部門の活動を除く。）の総括に関する業務を行うことを，第５条第１項

（５）に規定する。《対策５（３）》

 c ．マネージャー（監視評価）は，健全な安全文化を育成し，および維持する活動に係

る取り組み状況（内部監査部門の活動を除く。）の監視・評価に関する業務を行うこ

とを，第５条第１項（12）に規定する。《対策６（１）》 

 d ．第５条第３項（１）〔緊急時の措置，保安教育ならびに記録および報告〕および第

５条第３項（２）〔指示・指導，品質保証活動〕に，マネージャー（監視評価）を追

加する。《対策６（１）》 

（４）その他の記載適正化

第３条，第５条において，記載の適正化を行う。
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別紙１ 

特重非公開ガイドの誤廃棄の経緯等 

経緯 

 当社は，2014年10月17日付けで規制庁と締結した秘密保持契約に基づき，同月20日

に特重非公開ガイド（６部）を受領した。本社は，このうち１部を同月24日に発電

所に手交した。

 2015年４月23日（推定）に，発電所で利用保管していた特重非公開ガイド1部を，誤

ってシュレッダー廃棄した。その際，発電所から本社に対して誤廃棄を行った旨の

報告を行ったが，本社は「誤って廃棄したものであり，秘密情報の漏えいおよびそ

のおそれはないもの」と判断し，原子力規制庁に直ちに報告する必要がある事案に

は該当しないと判断した。

 2021年3月23日に，特重施設に関する秘密保持契約の変更契約書を締結し，変更契約

書第7条（報告及び措置）の規定に，履行状況の確認が追加された。

 これを受けて，同年6月23日までに情報管理計画書を提出し，原子力規制庁の承認を

受ける必要があることを踏まえ，変更契約書に基づく履行状況を報告すべきと考え，

情報管理計画書提出（6月22日）の前日である6月21日に，特重非公開ガイド1部を誤

廃棄していることを，原子力規制庁に報告した。

原因 再発防止対策（2021年8月20日処置完了） 

• 特重非公開ガイドの文書管理上

の位置付けが明確ではなく，保

安規定に基づく品質マネジメン

トシステムに準じた文書管理等

を行っていなかった。 

• 特重非公開ガイド（秘密情報）

であることを明示して識別する

手順が明確ではなかった。

• 秘密情報の文書の取扱いルール

が徹底されていなかった。

特重非公開ガイドの管理手順書に従い，施錠管

理された執務室内キャビネットに識別・保管し

ていることに加え，以下の対策を実施する。 

• 特重非公開ガイドを「外部文書」（ＱＭＳ文

書）と位置付けて，文書管理や不適合管理等

を確実にする。

• 秘密情報の文書を識別して施錠保管・管理す

るよう文書管理プロセスを改善する。

• 秘密情報を取り扱う者に，秘密情報の取扱い

に係る情報管理教育を定期的に実施する。

 これらの原因と再発防止対策については，2021年９月１日開催の令和３年度第28回

原子力規制委員会で報告されるとともに，規制庁と当社で締結した秘密保持契約に

基づく情報管理計画書に誤廃棄その他のインシデント発生時の対応を含め，必要な

措置が講じられることが確認され，2022年２月21日に情報管理計画書が承認された。
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別紙３ 

当社における原子力安全文化に係る過去の不適切事案 

事  案 概  要 原子力安全文化に係る原因 

点検不備問題 

2010年３月30日公表 

１号機および２号機の機器の一部

について，自らが定めた点検計画

どおりに点検せず，点検時期を超

過して使用していた。 

・「常に問いかける姿勢」 

「報告する文化」 が，組織と

して不足していた。 

低レベル放射性 

廃棄物流量計問題 

2015年６月30日公表 

流量計校正の発注手続きを失念し

た担当者が，手続き漏れの発覚を

恐れ報告せず，流量計が未校正の

まま使用された。また，日本原燃

㈱の監査にあたり校正記録を不正

に作成した。 

・コンプライアンスの意識が

一人ひとりにまで十分浸透し

ていなかった。 

・「常に問いかける姿勢」 

「報告する文化」 の意識が，

一人ひとりにまで十分浸透し

ていなかった。 

サイトバンカ※

未巡視事案

2020年２月19日公表 

協力会社に委託し実施しているサ

イトバンカ建物の巡視業務におい

て，管理区域に入域していないに

も係わらず，入域したものとして

巡視記録を作成し報告を行ってい

た。 

・協力会社社員の「報告する

文化」の意識が，十分ではな

かった。 

※放射性固体廃棄物を一時的に貯蔵・保管および処理するための設備

なお，「常に問いかける姿勢」 や「報告する文化」を中心に，原子力安全文化を一層醸成

する施策等を検討し，原子力安全文化醸成活動を推進していくため，原子力強化プロジェク

トを2010年6月29日に設置した。

【過去の不適切事案からの原子力安全文化に係る教訓】 

 「常に問いかける姿勢」「報告する文化」が，発電所組織および保安業務に携わる

協力会社の一人ひとりに十分に浸透していなかった。 
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